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１．総論 
（１） モニタリング基本計画（案）の位置づけ 
  本モニタリング基本計画（案）は、隠岐の島町（以下、「本町」という。）が「⼤社エリ

ア交流・⺠間商業施設運営等事業」（以下、「本事業」という。）の実施にあたって、「⺠間
資⾦等の活⽤による公共施設等の整備等の促進に関する法律」 （以下、「PFI 法」という。）
に基づき本事業を実施する者として選定された者（以下、「事業者」という。）が、公共施
設等運営権実施契約 （以下、「実施契約」という。）に定められた業務を確実に遂⾏し、か
つ要求⽔準を安定的に達成し続けるため、以下の 3 項⽬に関する基本的な考え⽅につい
て⽰すものである。 

ア）要求⽔準書で提⽰する要求⽔準の達成 
イ）本事業の継続性・安定性（事業者の財務状況）の確認 
ウ）上記に基づく本町から事業者への改善措置等の指⽰、結果の確認 

  本事業の⽬的を達成するために、市と事業者は、相互に協⼒して意思疎通や認識の統⼀
を図ることを常に念頭に置かなければならない。 

 
（２） モニタリング実施計画書 
  事業者は、実施契約の締結後、提案書及び⾃らが作成する各種提出書類に基づき、「モ

ニタリング実施計画書」の案を作成し、事業計画書提出後速やかに本町に提出する。本町
は、事業者と協議し、モニタリング実施計画書を作成する。 

  モニタリング実施計画書には、次の事項等を定める。 
  ア）モニタリングの体制 
  イ）モニタリングの⽅法 
  ウ）モニタリングを⾏う時期 
  エ）モニタリングの内容 
 
（３） モニタリングの対象業務 
  本モニタリング基本計画に基づく対象業務は、以下のとおりである。 

・運営業務 
・維持管理・保全業務 
・交流施設との連携による新たな住⺠サービスの提供（以下、「交流施設連携業務」と

いう。）（事業者の提案による） 
・⻄郷港周辺地区の賑わい形成に資する業務（以下、「賑わい形成業務」という。）（事

業者の提案による） 
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（４） モニタリングの体制 
モニタリングは、事業者によるセルフモニタリング、本町によるモニタリングで構成さ

れる。 
本町によるモニタリングの結果について、事業者と本町の間で紛争が発⽣した場合等に

おいて、本町は事業者と協議の上、本事業等の実施に関し、中⽴かつ公平な意⾒を表明す
る第三者により構成される機関（以下、「第三者機関」という。）を設置することができる。 

 １）事業者によるセルフモニタリング 
  事業者は、モニタリング実施計画に基づき、要求⽔準の達成状況、財務状況及び本町か

ら事業者への改善措置等の指⽰への対応結果についてセルフモニタリングを⾏うもので
ある。運営権設定施設の利⽤状況の報告も含む。 

 ２）本町によるモニタリング 
  本町によるモニタリングでは、事業者によるセルフモニタリング結果を踏まえ、事業者

から提出された書⾯を基にモニタリングを⾏う。本町が必要と判断した場合は、本町は現
地の確認を⾏う場合がある。 

 ３）第三者機関によるモニタリング 
  本町によるモニタリングの結果について紛争が発⽣した場合等において、本町または

事業者の要請により、第三者機関を設置した場合、紛争の解決⽅法や本事業について調整
を⾏う。 

  また、本町または事業者のいずれかの要請があった場合には、第三者機関に客観的な⽴
場から本事業に対する評価、アドバイス等を求めることができる。 

 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 モニタリングの体制 
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（５） モニタリングに要する費⽤負担 
セルフモニタリングにかかる費⽤は、事業者が負担する。 
本町が実施するモニタリングに係る費⽤は本町が負担する。但し、本町が要求する事

業者が所有する資料の提出に要する費⽤については、事業者が負担する。 
第三者機関が実施するモニタリングに係る費⽤は本町と事業者が共同で負担する。 

 
（６） モニタリング実施計画書の変更 

モニタリング実施計画書は、事業実施契約後に、本モニタリング基本計画と事業者の
セルフモニタリングに関する提案等を踏まえて初版を作成するが、その後においては以
下の事由により変更する。 

  ア）実施契約が変更された場合 
  イ）要求⽔準書が変更された場合 
  ウ）その他、業務内容の変更が特に必要と認められた場合 
 
（７） モニタリング結果の公表 

本町は、本町が実施したモニタリングの結果について、必要に応じて本町のホームペー
ジにおいて公表する。事業者は、本町の公表に協⼒するものとする。 

 
２．モニタリングの実施⽅法 
（１）モニタリングの⽅法 
 １）書類による確認 
  事業者は、各業務の履⾏について事業計画書に基づき確認を⾏うとともに、業務の履

⾏に伴って作成する各提出書類を基に要求⽔準の達成状況について、セルフモニタリン
グを⾏い結果をまとめたセルフモニタリング報告書を作成し本町に確認を受ける。ま
た、財務状況について、株主総会後に会社法（平成 17 年法律第 86 号）上要求される計
算書類等を本町に提出し確認を受ける。 

事業者がモニタリングの実施にあたり作成する書類及び提出時期は、表 1 に⽰すとお
りである。 

  本町は、各提出書類を基に要求⽔準の内容を満たしているかの確認を⾏う。 
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表 1 事業者が作成する提出書類 
提出書類 提出時期 

全体事業計画書 運営開始⽇の 30 ⽇前まで 
単年度事業計画書 当該事業年度開始⽇の 14 ⽇前まで 
年次業務報告書 当該事業年度終了後 1 ヶ⽉以内 
⽉次業務報告書 翌⽉の 10 ⽇まで 

セルフモニタリング報告書 年２回とし、提出⽉の⽉次業務報告書と同時に
提出 

株主総会議事録及び議事録要旨 株主総会開催後 
取締役会議事録及び議事録要旨 株主総会開催後 
会社法上要求される計算書類（貸借
対照表、損益計算書）、キャッシュフ
ロー計算書、事業報告、附属明細書 

株主総会開催後 

その他、本町が必要とする書類 随時 
  

２）現地における確認 
  本町は、モニタリングの対象業務の実績評価実施にあたり、事業者⼜は第三者機関が

現地における確認を要請した場合、その他本町が必要と認めるときは、現地における確
認を⾏う。事業者は、本町の現地における確認に必要な協⼒を⾏う。 

  なお、本町が現地における確認を⾏う場合には、事業者は⽴ち会うものとする。 
３）第三者機関における確認 

町は事業者と協議の上、第三者機関を設置した場合において、第三者機関は以下に定
める事項について中⽴かつ公平な意⾒を表明することができる。 

ア）事業者によるセルフモニタリング結果及び本町によるモニタリング結果  
イ）予測困難な環境変化等に起因する事業者収受額の改定の内容  
ウ）町及び事業者の間の紛争内容  
エ）その他、実施契約において第三者機関の意⾒を求めることとされている事項  
オ）その他、本事業に関し第三者機関による意⾒表明が必要と町が合理的に認める事

項  
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（２）モニタリングの⼿順 
  モニタリングは、事業者がモニタリングに係る必要書類を本町に提出することで開始

される。本町が書類を確認した後、本町が必要と認めた場合または事業者が要請した場
合において本町は現地における確認を⾏う場合がある。 

  モニタリング⽅法についての詳細は、実施契約の締結後に策定するモニタリング実施
計画書において規定するが、現時点での想定フローは表 2 のとおりである。 

表 2 モニタリングの⼿順 
時期 事業者 本町 

実施契約 
締結後 
 
 
 
 
 
事業開始前 

  

事業開始   

事業終了時   

 

全体事業計画書を提⽰ 内容の確認 

モニタリング実施計画書を提⽰ 内容の確認 

単年度事業計画書（初年度）を提⽰ 内容の確認 

⽉次業務報告書を提⽰（毎⽉） 要求⽔準の確認 

計算書類等（株主総会後） 

年次業務報告書を提⽰ 

財務状況の確認 

要求⽔準の確認 

単年度事業計画書 
（次年度）を提⽰ 

引継ぎなどの提⽰ 

終了時の提出書類 

内容の確認 

内容の確認 

内容の確認 

報告書を提⽰（年２回） 本町による
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３．要求⽔準未達の場合の措置 
（１）是正措置 
 １）是正レベルの設定 
  本町は、要求⽔準の未達が発⽣した場合、下表に⽰す基準等に従い、その是正レベル

の認定を⾏い、事業者に通知する。 
表 3 是正レベル 

レベル 事象 

レベル 1 

要求⽔準の未達成に起因し、施設の運営に軽微な⽀障がある場合等 
（事象例） 
・業務報告の不備 
・整備不良や故障等による施設や設備の短期間の停⽌ 
・提出書類を期限までに提出しない場合 
・提出書類の改善を必要に応じて⾏わない場合 
・重要な連絡や報告の内容の不備 

レベル 2 

要求⽔準の未達成に起因し、施設の運営に重⼤な⽀障がある場合等 
（事象例） 
・整備不良や故障等による施設や設備の⻑期間の停⽌ 
・合理的な理由のない不具合等の放置 
・頻発するトラブル等に対して必要な対策を講じない場合 

レベル 3 

要求⽔準の未達成に起因し、⼈命に関わる場合、周辺に多⼤な悪影響
を及ぼす場合、重⼤な法令違反、虚偽の報告を⾏った場合 
（事象例） 
・安全措置の不備等による事故の発⽣ 
・法令等に規定される環境基準の遵守違反 
・重⼤な法令違反 
・虚偽の報告を⾏った場合 
・レベル２に該当する場合で是正勧告の⼿続きを経て、なお是正が認

められないと本町が判断した場合 
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 ２）是正措置 
 ①注意 

本町は、要求⽔準の未達がレベル 1 の事象が発⽣するおそれがある場合、書⾯により
事業者に対して当該業務の是正を⾏うよう注意を⾏うものとする。 

事業者は、本町から注意を受けた場合速やかに是正対策を⾏うこととする。対策後も
是正が⾒込まれない場合は、本町より事業者に⽂書にて厳重注意を⾏うものとする。 

 ②是正指導 
  本町は、要求⽔準の未達がレベル 1 に該当すると認定した場合、事業者に対して当該

状況の是正指導を⾏うものとする。 
  事業者は、本町から是正指導を受けた場合、速やかに是正対策と是正期限について⽰

した是正計画を作成し本町と協議を⾏い、本町の承諾を得た上で速やかに是正措置を⾏
うものとする。 

  本町は、是正計画に定めた期限の到来⼜は事業者の是正指導への対応完了の通知を受
けてモニタリングを⾏い、当該是正が⾏われたか確認する。 

 ③是正勧告 
  本町は、レベル 2 に相当する事象が発⽣した場合及び、②是正指導における是正が⾏

われていないと認められる場合、事業者に対して書⾯により是正勧告を⾏う。この場
合、本町は事業者に対し、かかる業務を停⽌させることができるものとし、停⽌により
事業者に対して発⽣した損害、追加費⽤等については⼀切負担しない者とする。 

  事業者は、本町から是正勧告を受けた場合、速やかに是正対策と是正期限について⽰
した是正計画を作成し本町と協議を⾏い、本町の承諾を得た上で速やかに是正措置を⾏
うものとする。 

  本町は、是正計画に定めた期限の到来⼜は事業者の是正勧告への対応完了の通知を受
けてモニタリングを⾏い、当該是正が⾏われたか確認する。なお、是正勧告については
本町が必要と判断した時、その内容を公表することができる。 

 ④命令 
  本町は、レベル 3 に相当する事象が発⽣した場合及び、③是正勧告における是正が⾏

われていないと認められる場合、事業者に対して書⾯により命令するものとする。この
場合、本町は事業者に当該是正対象の⾏為を即座に中⽌するよう指⽰することができ
る。 

  事業者は、本町の指⽰に従うとともに、是正が⾏われていると認められない理由書及
び本町との協議を踏まえ是正対策と是正期限について定めた是正計画を作成し、本町の
承認を経て策定するものとする。事業者は、当該計画に基づき是正を⾏う。なお、命令
については本町が必要と判断した時、その内容を公表することができる。 
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（２）サービス対価の減額 
  本町は、３．（４）に基づき違約⾦を算定し、事業者に対して⽀払うサービス対価を減

額する。違約⾦の額が当該年度のサービス対価の総額を上回る場合は、事業者は本町に
違約⾦を別途⽀払うものとする。 

 
（３）契約の解除 
 １）是正未達による解除 

本町は、命令から 30 ⽇間が経過し是正が⾏われていると認められない場合、実施契
約に基づき、解除事由を記載した書⾯を送付することにより、本契約の全部⼜は⼀部を
解除することができる。 

 ２）故意または重過失による本町への信⽤失墜⾏為による解除 
本町は、事業者が故意または重過失による本町への信⽤失墜⾏為として、本町の管理

責任を厳しく問われるような重⼤な虚偽報告や⼤規模な事故・⽕災・労働災害等の発
⽣、本事業の運営に重⼤な影響を与える法令違反等が認められた場合、実施契約に基づ
き事業者に催告することなく実施契約を解除することができる。 
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（４）違約⾦の算定 
 １）対象業務 

実施契約に基づく各業務において、業務の品質低下を抑⽌するための仕組みとして導
⼊する。 

但し、違約⾦を徴収すること⾃体が⽬的ではなく、是正措置を繰り返すことを通じ
て、各業務の要求⽔準を回復させることを⽬的とするものである。 
２）ペナルティポイントの計上 

本町は、事業者に対して、運営業務、維持管理・保全業務、交流施設連携業務、賑わ
い形成業務において「是正勧告」⼜は「命令」を⾏った場合、ペナルティポイントを計
上、加算し事業者に通知する。なお、ペナルティポイントの累計値は、翌年度に持ち越
さないものとする。 

 
表 4 ペナルティポイント 

レベル 事象 ペナルティポイント 

レベル 1 
運営業務、維持管理・保全業務、交流施設連
携業務、賑わい形成業務の推進等において、
軽微な⽀障がある場合等 

事象発⽣ごとに 0.1
ポイント 

レベル 2 
運営業務、維持管理・保全業務、交流施設連
携業務、賑わい形成業務の推進等において、
重⼤な⽀障がある場合等 

事象発⽣ごとに 0.5
ポイント 

レベル 3 
⼈命に関わる場合、周辺に多⼤な悪影響を及
ぼす場合、渋滞な法令違反、虚偽の報告を⾏
った場合等 

事象発⽣ごとに 10
ポイント 
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３）ペナルティポイントの違約⾦への反映 
本町は、ペナルティポイントの 1 年間の合計を計算し、下表に従って違約⾦を定める

ものとする。事業者が違約⾦を⽀払う必要がある場合には、当該年度の⽀払額を事業者
に通知し、その⽀払いを請求する。 

なお、本町から事業者に対する違約⾦の請求は、実施契約の解除に伴う損害賠償の請
求を妨げないものとする。また、事業者が違約⾦の⽀払いについて適切な対応がなされ
ない場合は、代表法⼈がその責を負うものとする。 

 
表 5 ペナルティポイントの違約⾦への反映 

レベル 事象 ペナルティポイント 

レベル 1 
運営業務、維持管理・保全業務、交流施設連
携業務、賑わい形成業務の推進等において、
軽微な⽀障がある場合等 

累計 0.5 ポイントご
とに運営権対価年間
相当額×5.0% 

レベル 2 
運営業務、維持管理・保全業務、交流施設連
携業務、賑わい形成業務の推進等において、
重⼤な⽀障がある場合等 

累計 1.0 ポイントご
とに運営権対価年間
相当額×20.0% 

レベル 3 
⼈命に関わる場合、周辺に多⼤な悪影響を及
ぼす場合、重⼤な法令違反、虚偽の報告を⾏
った場合等 

10 ポイントごとに
運営権対価年間相当
額×100.0% 
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４．事業終了時のモニタリング 
（１）基本的な考え⽅ 
  事業者は、要求⽔準書や仕様書に定める通り、施設機能確認報告書及び引継書を作成

し、本町に提出する。本町は報告書の内容について確認を⾏う。 
 
（２）確認⽅法 
 １）事前協議 
  事業者は、事業期間の満了する⽇の 5 年前から、事業期間満了後の本事業に係る資産

の取り扱いについて、本町と協議を⾏う。 
２）書類による確認 

事業期間の満了する⽇の１年前までに、本事業に係る施設及び設備の劣化等の状況並
びに当該施設及び設備の保全のために必要となる資料の整備状況を、町に報告し、町の
確認を受けること。この際の提出書類は表6のとおりである。 

 
表 6 事業終了時のモニタリングに係る書類 

提出書類 提出時期 
施設機能確認報告書 確認完了後 10 ⽇以内 

引継書 

事業終了⽇まで 
（ただし、暫定版を 180 ⽇前までに提出するこ
ととし、次期事業を同⼀事業者が実施すること
が決定した場合は作成不要である。） 

その他本町が必要とする書類等 事業終了⽇まで 
 
 ３）現地における確認 

書類における確認の結果、本町が必要と判断した場合、または事業者が現地確認を要
請した場合、本町は現地における確認を⾏う場合がある。事業者は本町の現地における
確認に必要な協⼒を⾏う。 

 
（３）モニタリングの⼿順 
  本町及び事業者は、書類における決定事項に基づき、モニタリングを⾏う。 
 
５．サービス対価の⾒直しについて 

本町は、5 年に⼀度物価、賃⾦等の急激な変動によりサービス対価が不適当であると判断
した場合は、サービス対価の⾒直しを⾏う。また、前回の改定から 5 年経過していない場
合であっても、急激な物価上昇等があった場合にはその都度サービス対価の改定を検討す
る。 


